
令和３年度当初予算

支出科目 

担当課

事業名

款：労働費 項：雇用対策費 目：雇用対策事業費
款：労働費 項：労 政 費 目：労働福祉費

雇用労働政策課，働き方改革推進・働く女性応援課

新型コロナ対策離職者等就業支援事業（一部国庫）【新規】

目 的

新型コロナウイルス感染症等の影響による雇用情勢の一層の悪化に対し，就労経験のない業種・職種への転換を余 
儀なくされる離職者や再就職を希望する子育て世代の女性，新卒学生等の円滑な就職を図る。

事業説明

対象者

新型コロナウイルス感染症の影響による解雇・雇止め等離職者，再就職を希望する子育て世代の女性
令和４年３月卒業予定学生

事業内容

【広島県新型コロナウイルス感染症対策基金充当】 （単位：千円）
区 分 内 容 要求額

求人ニーズ
の掘り起こ 
しと発信

○プッシュ型求人開拓と情報発信
・人手不足業種や新事業展開を図る県内企業等を対象に，その雇用ニーズの動向を
把握しながら，人材紹介会社によるテレコールや訪問など民間のノウハウを活用し 
て求人ニーズを積極的に掘り起こし，具体的な求人情報を収集し，広く発信

58,358

求人情報の 
発信強化

○離職者等への求人情報の発信強化
・より多くの求職者に情報が届くよう，県が運営する求人サイトの情報を民間の求 
人まとめサイトでもデータ連携して発信
・訪問によらずWeb上でも求人企業の社風や職場などに関する情報を取得できる
よう，掲載を充実

○新卒学生向けWeb合同企業説明会の実施
新卒採用活動解禁日後に掘り起こした新たな採用ニーズや未充足企業の求人情報を 

合同企業説明会の実施により提供し，就職内定者数の増加を促進

16,100

コーディ
ネート機能 
の強化

○業種・職種転換が必要な離職者向け
・専門カウンセラーによる伴走型キャリアコンサルティング
・企業に対する受入れ負担支援による短期のトライアル就業機会の提供

○子育て世代女性向け
「わーくわくママサポートコーナー」における相談体制の拡充や就職活動時の保育 

料助成などの支援の強化

136,846

合同企業面
接会の開催

○離職者等向け合同企業面接会
県内企業とのマッチング機会を拡充するため，離職者のキャリアチェンジを後押し 

するセミナーの開催や，転職相談コーナーを設けた合同企業面接会を開催
（県内３か所：広島，福山，他１か所）

13,113

合 計 224,417

※財源は地方創生推進交付金を活用

成果目標

○ 事業目標：離職者のうち早期就職者数 （R3目標）1,250人
再就職を希望する子育て世代女性のうち早期就職者数 （R3目標） 280人
新卒大学生内定者増加数 （R3目標） 250人

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 224,417 170,588 0 0 0 1,133 189 0 52,507

要 求 額 224,417 170,588 0 0 0 1,133 189 0 52,507

前 年 度
当 初 予 算 額

0 0 0 0 0 0 0 0 0

※国庫支出金のうち，新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（120,643千円）

査定結果
要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：工鉱業費 目：工鉱業振興費
イノベーション推進チーム

ものづくり価値創出支援事業（国庫）

目 的

新型コロナウイルス感染症の影響から厳しい経営環境においても研究開発投資を減退させることなく，デジタル化 
等環境変化に対応していくための前向きな研究開発に対して支援していくことで，本県のものづくり企業の持続的な 
発展を図るため，取り組むべき課題と技術構想が明確になっている応用・実用化開発を支援する。

事業説明

対象者

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている県内ものづくり企業（輸送用機械，一般・電気機械関連分野等）， 
産業支援機関等

事業内容

（単位：千円）

内 容 要求額

ものづくり価値創出 
支援補助金

○県内ものづくり企業が単独または民間企業等の事業者，大学
等研究機関から１者以上を加えた開発グループを構成して実施 
する応用・実用化開発への支援
○ものづくり産業の更なる進化に向けて，デジタル化に関する
応用・実用化開発に重点的に支援
○CASEに代表される産業構造の変化に対応していくため，輸送 
用機械器具製造業については重点的に支援

【補助対象者】
・新型コロナウイルス感染症の影響により売上が５％以上減少
している県内ものづくり企業（輸送用機械，一般・電気機械関 
連分野等），産業支援機関等
【補助率等】
・補助率
［研究費］デジタル化に関する開発：２／３以内

輸送用機械器具製造業：２／３以内 
その他：１／２以内

・補助限度額
［研究費］50,000千円
※事業管理機関は研究費補助金額の10/100を措置

347,700

成果目標

○ ワーク目標：１人当たりの付加価値額（輸送用機械器具製造業）
（H30実績）1,599万円 （R3目標）1,220万円 （R7目標） 1,680万円

○ 事業目標  ：研究開発支援件数（R3目標）10件

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 347,700 347,700 0 0 0 0 0 0 0

要 求 額 347,700 347,700 0 0 0 0 0 0 0

前 年 度
当 初 予 算 額

0 0 0 0 0 0 0 0 0

※国庫支出金のうち，新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（347,700千円）

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：労働費 項：労政費 目：労働福祉費
働き方改革推進・働く女性応援課

働き方改革推進事業（単県）

目 的

時間や場所にとらわれない柔軟な働き方や個々の能力を発揮できる多様な働き方など，それぞれのライフスタイル
に応じて働くことができる労働環境の整備を促進するとともに，働きやすさのみならず，従業員の働きがいやモチ 
ベーションの向上など，企業成長をもたらす働き方改革への理解と実践を促進する。

事業説明

対象者

県内企業

事業内容
（単位：千円）

区分 内 容 要求額

働きがい向上の取組の
データ・事例の見える 
化

〇 県内経済団体が認定した「広島県働き方改革実践企業（認定企
業）」を対象に，経営的なメリットにつながる働きがい向上の取組
についてのデータや事例の収集を行い，見える化する。

・優良事例等を把握・分析するための調査の実施
・民間コンサルタントによる伴走型支援の実施
・経営者間交流イベントの実施 等

24,851

経営者層への動機付け
と，自発・自律的な取
組のための仕掛けづく 
り

○ 働き方改革の経営メリット等を訴求することにより経営者層への
動機付けを強化し，理解を促進するとともに，その後の自発・自律
的な取組を促すための仕掛けづくりを行うことにより，働きがい向
上の取組の実践を促進する。

・企業経営者勉強会・相談会の開催
・専門機関と連携した，広島県版「働きがいのある会社」優秀企業
の創出・情報発信

・イクボス同盟活動の充実・情報発信
・働き方改革・女性活躍推進員による直接アプローチ
・「働き方改革推進・働く女性応援会議ひろしま」等との連携によ
る企業への働きかけ 等

56,866

新しい生活様式を踏ま
えたテレワーク等の促 
進

○ ウィズ/アフターコロナ時代の新しい生活様式のもと，仕事の自律
性が高まることやワーク・ライフ・バランスの改善などにより働き
がい向上にもつながる，テレワーク等の有効性の理解と導入を促進
する。

・業種別・業務別セミナー・相談会の開催
・ICTツールの活用事例等の情報発信 等

4,659

合        計 86,376

成果目標

○ ワーク目標：働きがいのある職場環境づくりに取り組む企業（従業員31人以上）の割合
（R元実績）集計中 （R3目標）33％ （R7目標）50%
デジタル技術の活用等による時間や場所にとらわれない柔軟な働き方を推進する企業（従業員31人以上）の 
割合 （R元実績）集計中 （R3目標）35％ （R7目標）50%

○ 事業目標  ：働きがい調査参加企業数 （R3目標）30社
セミナー参加企業のテレワーク等の活用・導入企業数 （R3目標）30社

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 86,376 0 0 0 0 0 2,358 0 84,018

要 求 額 86,376 0 0 0 0 0 2,358 0 84,018

前 年 度
当 初 予 算 額

90,135 0 0 0 0 0 2,301 0 87,834

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：労働費 項：労政費 目：労働福祉費
働き方改革推進・働く女性応援課

女性の活躍促進事業（一部国庫）

目 的

女性が，その個性と能力を十分に発揮し，働き続けることができる社会の実現に向け，女性の就業継続及び管理職 
など指導的立場への登用促進を図る。

また，男女がともに仕事と家庭を両立しながら職場で活躍できる環境づくりに向け，男性従業員が育児休業等を取
得しやすい職場環境の整備を促進する。

事業説明

対象者

女性及び男性従業員，事業主，管理職

事業内容

（単位：千円）

区分 内容 要求額

管就
理業
職継
登続
用支
促援
進

○県内の女性の就業率向上及び県内企業における女性の管理職登用促進を図るため，就業中 
の女性や県内企業に対する支援の実施
・女性管理職登用取組着手セミナーの開催
・先進的で活用度の高い女性活躍取組事例の収集・発信
・広島県女性活躍推進アドバイザーの企業派遣による個別支援
・女性の就業継続・管理職登用取組支援につながる講座を企業内で実施（出前講座）
・女性従業員に対する就業継続支援研修の開催
・管理職候補女性従業員に対する研修の開催
・女性管理職と働く女性が企業の枠を超えて交流するネットワークの構築

42,323

取男
得性
促の
進育

児
休
業

○県内企業に対し，男性育休取得についての普及啓発を図るとともに，社内で推進するため 
の支援の実施
・男性育児休業普及啓発チラシの作成・配布
・企業向け普及啓発イベントの開催
・男性従業員が育児休業を取得した中小企業に対する奨励金の支給

5,407

合 計 47,730

成果目標

○ ワーク目標：県内事業所における指導的立場に占める女性の割合
（R元実績）19.5％ （R3目標）21.0％ （R7目標）25.0％
女性の就業率（25～44歳） （H27実績）72.3％ （R7目標）82.5％
男性の育児休業取得率（H30実績）7.3％ （R3目標）10.0％ （R7目標）30.0％ 

○ 事業目標  ：女性活躍推進部署設置数 （R3目標）250社
男性育児休業等促進宣言企業登録数 （R3目標）35社

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 47,730 8,000 0 0 0 0 0 0 39,730

要 求 額 47,730 8,000 0 0 0 0 0 0 39,730

前 年 度
当 初 予 算 額

55,868 8,000 0 0 0 0 0 0 47,868

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：労働費 項：雇用対策費 目：雇用対策事業費
雇用労働政策課

若年者就職による社会減対策事業（単県）

目 的

県外大学生等のUIJターン就職及び県内大学生の地元就職を促進することにより，若年者人口の転出超過を解消 
し，本県経済や地域活力の維持・向上を図る。

事業説明

対象者

県内大学生，県内高校生，県外大学生等

事業内容

（単位：千円）

区 分 内 容 要求額

転出抑制

（県内大学生）
○県内大学との連携による地元就職意識の醸成

・学内での業界・企業研究講座
○インターンシップ等の促進

・合同企業説明会開催
・複数の企業を組み合わせたオリジナルインターンシップの実施
・大学生と県内企業社員との交流会

（県内高校生）
○大学進学前の地元就職意識の醸成

・県内高校学内出前講座

21,022

転入促進

（県外大学生）
○県外大学との連携による学内ガイダンス等の実施

・就職支援協定締結大学等との連携によるマッチング支援
・学内ガイダンス・WEB授業用の広島PR動画作成

2,818

情報
発信等

○サイト・SNSを活用した情報発信等
・SNSを活用した情報発信の強化
・サイトコンテンツの充実等

○企業・大学との関係構築
・メーリングシステムを活用した情報収集・管理

○新卒者等求人情報の発信
・令和４年３月卒者等向け県内企業求人紹介特設サイトの運営

5,132

合 計 28,972

成果目標

○ ワーク目標  ：若年者の社会動態（20～24歳の「就職」を理由とした転出超過数）

(R元実績)  2,820人 （R3目標）2,420人 （R7目標）1,530人

○ 事業目標 ： 県内就職率(R元実績)49.8％ （R3目標）50.5％ （R4目標）51.1％

UIJターン就職率（関東・関西）(R元実績)38.5％ （R3目標）24.3％

UIJターン就職率（中四国九州）(R元実績)66.0％ （R3目標）66.7％

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 28,972 0 0 0 0 0 654 0 28,318

要 求 額 28,972 0 0 0 0 0 654 0 28,318

前 年 度
当 初 予 算 額

30,603 0 0 0 0 0 635 0 29,968

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目 

担当課

事業名

款：総務費 項：総務管理費 目：国際交流費
款：労働費 項：雇用対策費 目：雇用対策事業費
国際課，雇用労働政策課

外国人材の受入・共生対策事業（一部国庫）

目 的

県内企業等において，特定技能等の外国人材の受入れが適正かつ円滑に行われ，外国人が，県内企業で活躍し，孤 
立することなく県民の一員として地域に溶け込み，安心して生活できる環境を整える。

事業説明

対象者

外国人材を受け入れている又は受け入れようとしている県内企業，県内在住の外国人，県民

事業内容

（単位：千円）

成果目標

（就労面）
○ ワーク目標：県から外国人材の受入れに関する情報提供を受けた企業のうち，有益な情報を得た企業の割合

（R元実績）42.4% （R3目標）60% （R7目標）80%
（生活面）

○ ワーク目標：生活で困っていることがない（困った時に，すぐに相談できるを含む）と答えた外国人の割合
（R2（速報値））47% （R3目標）51% （R7目標）70%

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 49,403 14,314 0 0 0 0 0 0 35,089

要 求 額 49,403 14,314 0 0 0 0 0 0 35,089

前 年 度
当 初 予 算 額

52,412 19,705 0 0 0 0 24,129 0 8,578

査定結果

要求どおり

区 分 内 容 要求額

外国人材の受入・共生 
対策事業
【商工労働局】

○企業等を対象とした情報提供の充実
外国人材の雇用に課題を抱えている企業等を対象とした，セミナー及び業界団 

体からの要請等に応じた出前講座の実施
【情報提供内容】
・外国人が抱える実際の課題や対応事例等
・コミュニケーション等の課題解消のための対策やノウハウ
・生活支援に有益な行政サービス等の情報
（医療，防災，日本語教室，地域交流等）

・企業等向け相談窓口の情報 等
※ 出前講座では情報提供用動画等を活用して実施

2,707

多文化共生の地域づく 
り支援事業
【地域政策局】

○外国人との共生推進事業
外国人が地域と繋がりを持ちながら，生活に必要な情報を共有できる仕組みづ 

くりを市町と連携して実施
○異文化理解促進プログラム

小中高生を対象とした異文化体験講座等を実施

4,871

○外国人専門相談窓口の運営及び地域日本語教室の拡充
在留資格や労働問題などに関する多言語専門相談窓口の運営と，地域日本語教 

室の拡充に向けた取組を実施
40,185

○外国人への情報提供の充実
県ポータルサイト（Live in Hiroshima）から，生活関連情報，地域行事，イ 

ベント情報等を多言語でSNS等により発信
○外国人生活環境調査

外国人に対する生活環境面の取組の効果や課題等を把握するための調査

1,640

小 計 46,696

合       計 49,403



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：工鉱業費 目：工鉱業振興費
県内投資促進課

企業立地促進対策事業（単県）【一部新規】

目 的
県内外の企業に対し，今後投資拡大が予想される分野等に対して，重点的な誘致活動に取り組むとともに，企業ニー

ズにあったインセンティブにより県内企業の成長を促進し，社会情勢の変動に対応できる産業基盤の構築，イノベー 
ションの起きやすい産業集積を図ることで，県経済の持続的な発展につなげる。

また，市町との連携や民間遊休地の活用も図りながら県内外から企業を誘致することにより，雇用機会・税収の確保
及び県内企業の活性化を図る。

事業説明

対象者

誘致対象企業，立地企業，市町

事業内容

（単位：千円）

区 分 内 容 要求額

立地企業等への助成 
【一部新規】

○設備投資への助成制度
・環境・エネルギー，医療・健康等先端分野への助成
・生産性向上，付加価値向上につながる大規模設備投資への助成
・基盤産業を幅広く支援するための助成（中山間地域は要件緩和）
・大規模事業所の休止・閉鎖に伴う，その取引企業の設備投資への

助成【新規】
○「人」と「機能」に着目した助成制度

・本社機能（本社，研究開発部門，研修施設等）を広島県内に移転・新
設した企業に対し，代表者，社員とその家族に係る転居費用及び 
オフィス改修費などの初期コストや研究開発に係る費用を助成

【一部新規】
・情報サービス事業所に対し，オフィス賃料と通信回線使用料を助成 
・短期間，県内のシェアオフィス等を利用する県外企業への助成
【新規】

○産業用地の確保のための助成制度
・市町が開発予定の産業団地に係る調査費及び造成費を助成
・民間遊休地に対する助成制度等を新設した市町への助成

（債務6,091,405） 
6,645,158

企業誘致活動

○企業訪問，現地案内
○企業誘致セミナー等によるデジタル系企業等の誘致
○日本立地センターを活用した情報収集等

・企業・他自治体の動向等情報収集，本県用地情報等の提供 など

13,596

広島の魅力を発信す 
るＰＲの強化

○立地ガイド作成，動画制作等
・生活環境を含めた本県の投資立地環境や産業団地，優遇制度の紹介 
・PR動画，全国誌への広告により広島の魅力を発信

2,203

合 計
（債務6,091,405） 

6,660,957

成果目標

○ ワーク目標：多様な人材・企業の集積のための投資誘致件数（IT企業，本社・研究開発機能等）
（R元実績）15件 （R3目標）30件 （R7目標）30件
製造業等の拠点機能強化のための投資誘致件数
（R元実績）48件 （R3目標）35件 （R7目標）50件

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額
(債務6,091,405 

6,660,957 0 0 0 0 0 0 0
6,091,405) 

6,660,957

要 求 額
(債務6,091,405 

6,660,957 0 0 0 0 0 0 0
6,091,405) 

6,660,957
前 年 度
当初予算額

(債務1,228,540 

5,412,906 0 0 0 0 0 0 0
1,228,540) 

5,412,906

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：工鉱業費 目：中小企業振興費
イノベーション推進チーム

創業・新事業展開等支援事業（単県）

目 的

県内産業の付加価値の拡大や競争力の強化を図るため，イノベーション力の強化に注力し，絶えず新たなビジネス 
が創出される環境づくりとボリュームゾーンである中小企業の新事業展開や生産性の向上を促進する。

事業説明

対象者

創業を希望する個人，県内企業等

事業内容

（単位：千円）

内 容 要求額

創業環境整備促 
進事業

○ オール広島創業支援ネットワーク強化
・ネットワーク協議会による支援体制強化
・「ひろしま創業サポートセンター」による創業支援，創業後の成長支援 ○ 

潜在的創業希望者の拡大
・創業者表彰，創業支援ポータルサイトによる創業意識の向上と創業促進

110,617

中小企業イノ
ベーション促進 
支援事業

○ チーム型支援
・専門家チームによる集中支援

○ 中小企業技術・経営力評価支援
・技術・経営力の評価書を発行し，経営課題の解決を支援

○ サービス産業生産性向上支援
・実践型現場改善ワークショップの開催支援
・データ分析・活用支援
・イノベーション創出スクールの実施

132,303

中小・ベン
チャー企業チャ
レンジ応援事業

○ 成長が期待できる案件を発掘し，専門家等からなるサポート体制により
支援

○ 新たなビジネスモデルによる具体的な取組に要する経費等を支援

(債務15,000) 
30,000

合 計
(債務15,000) 

272,920

成果目標

○ ワーク目標：地域未来牽引企業数
（H30実績）78社（H29～30累計）  （R3目標）30社 （R7目標）150社（R3～7累計） 

生産性向上の取組実施企業数
（R元実績）53社（H29～R元累計） （R3目標）100社 （R7目標）500社（R3～7累計）

○ 事業目標 ：ひろしま創業サポートセンターの創業件数 （R元実績）308件  （R3目標）300件
支援事業の売上が前年度から上昇した企業の割合 （R元実績）77.5％ （R3目標）80％
評価書発行件数 （R元実績）50件   （R3目標）60件

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額
（債務15,000 

272,920 0 0 0 0 0 0 0
15,000）

272,920

要 求 額
（債務15,000 

272,920 0 0 0 0 0 0 0
15,000）

272,920
前 年 度
当 初 予 算 額

（債務15,000 

298,088 10,607 0 0 0 0 0 0
15,000）

287,481

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：工鉱業費 目：中小企業振興費
経営革新課

預託制度運用費（単県）

目 的

県内産業を支える中小企業に対して，民間金融機関では提供が困難な長期・低利の資金を，預託融資制度の運用を 
通じて資金供給することにより，中小企業の資金調達の円滑化を図る。

事業説明

対象者

県内に事業所を有し，原則として引き続き１年以上同一事業（農林漁業，金融・保険業等を除く）を営んでいる中 
小企業

事業内容

県が金融機関に対して，融資原資の一部を無利子で預託することにより，金融機関の通常の貸出利率より低利で中 
小企業へ資金を供給する。

１ 融資枠・預託額 （単位：千円）

資金区分 資 金 名 融資枠
要求額

（預託額）

一
般

経営安定融資 一般資金，流動資産担保資金 25,400,000 4,366,000

小規模融資 小口資金，無担保資金 8,100,000 3,251,000

政
策

緊急対応融資

セーフティネット資金(国)，倒産防止等資金(県)，緊急経 
営基盤強化資金，借換資金，事業再生支援資金

17,600,000 7,920,000

新型コロナウイルス感染症対応資金 119,000,000 7,059,000

産業支援融資
創業支援資金,事業承継支援資金，事業活動支援資金,新成 
長分野支援資金

4,600,000 2,190,000

労働支援融資 雇用促進支援資金,働き方改革・女性活躍推進資金 400,000 179,000

新 規 融 資 枠 計 175,100,000 24,965,000

つ な ぎ 資 金 計

うち，新型コロナウイルス感染症対応資金

496,031,000

407,647,000

57,084,000

24,179,000

合 計 671,131,000 82,049,000

２ 預託運用事務費 （単位：千円）

〇預託融資制度の見直し
項目 内容

借換資金の融資限度額の拡充 融資限度額を５，０００万円から８，０００万円へ拡充

事業承継支援資金の融資対象の拡充
経営者保証が事業承継の障壁となっている事業者が，承継に併せて保証債
務を借り換える際の資金について，経営者保証を求めない保証制度（経営 
承継借換関連保証）の認定を受けた事業者を融資対象に追加

新成長分野支援資金の融資対象の拡充
対象分野を「医療・健康」から「健康・医療関連」へと変更し，医薬品， 
機能性表示食品等，ヘルスケアサービス事業者を対象として追加

設備資金利率の引下げの継続 産業支援融資及び労働支援融資の設備資金の貸出利率引下げを継続

成果目標

○ 事業目標：産業支援融資を利用する企業数 （R元実績）347件  （R3目標）370件
労働支援融資を利用する企業数  （R元実績）  5件  （R3目標） 10件

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 82,054,703 0 0 0 0 0 82,049,550 0 5,153

要 求 額 82,054,703 0 0 0 0 0 82,049,550 0 5,153

前 年 度
当 初 予 算 額

39,135,793 0 0 0 0 0 39,130,528 0 5,265

査定結果
要求どおり

内 容 要求額

制度説明会開催，制度パンフレット作成 等 5,703



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：商業費 目：貿易振興費
海外ビジネス課

海外ビジネス展開支援事業（単県）

目 的

県内企業の海外事業展開ニーズが高く，ビジネスチャンスがあると見込まれる地域・業種において，販路拡大のた 
めの商談機会の提供等を通じて，県内企業の海外展開を促進するとともに，外国企業との連携を通じて，新しい価値 
を生み出すビジネス展開を支援する。

事業説明

対象者

県内の企業・経済団体，対象国政府，対象国の企業・経済団体，消費者等

事業内容

○海外における展示会の出展等については，新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえながら実施する。

（単位：千円）

区 分 内 容 要求額

新しい価値を生み出す 
ビジネス展開支援

○シリコンバレーと連携した県内企業のイノベーション促進
・現地コーディネーターを活用した商談支援やビジネスネットワー 

キング等
5,981

県産品販路拡大支援

重点品目支援
（かき）

令和３年度は，県産品の中で日本一の生産量を誇
る”かき”を重点品目として取り組む

○現地ニーズの把握を目的とした展示会への出展や 
現地商社との商流確立のための商談機会の提供等
《対象国》
中国，マレーシア，ベトナム，シンガポール等

25,117

ハラル対応

○県内企業のハラル認証の取得促進セミナーや取得 
商品のテストマーケティングの実施等
《対象国》
マレーシア等

2,009

現地事務所の運営 ○広島・四川経済交流事務所の運営（設置場所：成都市内） 10,635

合 計 43,742

成果目標

○ ワーク目標：海外との連携を通じた新しい価値を生み出すビジネス展開件数
（R元実績）2件 （R3目標）2件 （R7目標）3件
重点品目の輸出額（かき）
（R元実績）7.0億円 （R3目標）7.8億円 （R7目標）12.6億円

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 43,742 0 0 0 0 0 592 0 43,150

要 求 額 43,742 0 0 0 0 0 592 0 43,150

前 年 度
当 初 予 算 額

59,405 0 0 0 0 0 1,782 0 57,623

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：観光費 目：観光費
観光課

観光地ひろしま推進事業（単県）【一部新規】

目 的

観光戦略の基礎となるマーケティングの強化，落ち込んだ観光ニーズの早期回復，自立的・継続的な観光産業の確 
立に向けた取組などを推進していくことにより，ブランド価値の向上とさらなる来訪増の好循環を実現し，観光が本 
県経済の成長を支える産業の一つとなることを目指す。

事業説明

対象者

観光客，市町，観光事業者，観光関係団体等

事業内容
（単位：千円）

内 容 要求額

マーケティング

○ 観光統計の拡充及びデジタルマーケティングの実施
○ 観光関連データを集積，共有する基盤の整備【新規】
○ 観光ホームページの改修【新規】
○ マーケティングを踏まえた顧客ごとの情報発信や顧客との双方向での

関係構築の推進【新規】

146,492

魅力づくり

○ 観光プロダクト開発促進のための幅広い事業者間ネットワークの形成
及び専門家による事業化支援

○ 事業者等が行う観光プロダクト開発への補助
○ 観光需要の早期回復に向けた付加価値の高い観光プロダクト開発

395,000

受入環境整備
○ おもてなしの質向上に向けた事業者の自発的取組への支援【新規】
○ 広島県地域通訳案内士の育成 等

22,773

広島ファンの増加

○ 安全安心情報や観光プロダクト情報の発信
○ せとうち広島DCアフターキャンペーンの実施
○ 観光客等による自主的な広島の魅力発信の促進【新規】
○ 航空会社と連携した国際プロモーション 等

195,500

合 計 759,765

成果目標
○ ワーク目標 （目標及び実績は，すべて暦年の値）

項目 R元実績 R3目標 R7目標

総観光客数 6,719万人 5,600万人 8,400万人

外国人観光客数 276万人 100万人 725万人

観光消費額単価 6,562円/人 6,900円/人 7,500円/人

ストレスなく楽しめたと感じる観光客の割合 －
（R2年調査結果を
踏まえて設定）

90%

宿泊者数 1,163万人 680万人 1,500万人

外国人宿泊者数 132万人 50万人 320万人

県外から訪れた観光客の再来訪意向 81.7% 84.0% 90.0%

○ 事業目標 （目標及び実績は，すべて暦年の値）
項目 R元実績 R3目標 R7目標

新規プロダクト数（累計） ― 660個 2,000個
自発的におもてなし向上に取組む事業者数 ― 100事業者 800事業者
自主的に広島の魅力を発信する観光客等 ― 1万人 10万人

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額  759,765  0  0  0  0  0  0  0  759,765

要 求 額  759,765  0  0  0  0  0  0  0  759,765

前 年 度
当 初 予 算 額

 629,333  27,500  0  0  0  0  0  0  601,833

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：工鉱業費 目：工鉱業振興費
イノベーション推進チーム

次世代ものづくり基盤形成事業（単県）

目 的

激変する事業環境下においても，本県ものづくり企業が持続的に競争優位性を確保できるようにするため，新技術 
の創出に向けたシーズ探索や中小企業でのAI/IoT活用を支援するとともに，産学官連携の取組を支援することによ
り，将来にわたるものづくり基盤の形成を図る。

事業説明

対象者

自動車を中心とした本県の基幹産業を担う中核的な企業

事業内容

（単位：千円）

区 分 内 容 要求額

新技術トライアル・
ラボ運営事業

○自動車メーカーのニーズに応じた技術シーズの探索・試作・基礎実験
にサプライヤーと協働で取り組み，社会実装に向けた技術提案力強化を 
支援

38,988

自動車関連産業
クラスター支援事業

○カーテクノロジー革新センターの運営を通じて，知のネットワーク構 
築，研究開発及び人材育成等を支援

43,467

サプライヤー技術革新 
力向上事業

○中小サプライヤー企業の付加価値創出や生産性向上等に関する支援 
・企業の課題に応じた専門家派遣
・情報技術人材の育成

10,996

自動車産学官連携イノ 
ベーション推進事業

○広島大学，民間企業，広島県，広島市等で構成する「ひろしま自動車
産学官連携推進会議」の活動を通じ，産学官連携による独創的技術の創 
出や人財育成等，地域の自動車産業の活性化に向けた取組を支援

3,661

合 計 97,112

成果目標

○ ワーク目標：１人当たりの付加価値額（輸送用機械器具製造業）
（H30実績）1,599万円 （R3目標）1,220万円 （R7目標） 1,680万円

○ 事業目標  ：応用・実用化移行見込件数（R3目標）５件（うち，デジタル領域１件）

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 97,112 0 0 0 0 0 0 0 97,112

要 求 額 97,112 0 0 0 0 0 0 0 97,112

前 年 度
当 初 予 算 額

109,216 0 0 0 0 0 0 0 109,216

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：工鉱業費 目：工鉱業振興費
イノベーション推進チーム

「ひろしまものづくりデジタルイノベーション」創出事業（一部国庫）

目 的

産学官の連携の下，地域の大学等の機能・知見を活用して，地域の中核的な産業の振興と高度かつ専門的な人材育 
成を行い，当該高度・専門人材の地域での就業を促進することで，地域産業の更なる振興と人材育成の促進の好循環 
を起こし，地域の活力の向上と持続的な発展を図る。

事業説明

対象者

広島大学を中心とする県内大学等，産業界（人材育成の対象となる学生・社会人を含む。）

事業内容

研究・開発・生産・消費／サービスといったものづくりのバリューチェーン全体のデジタル化を図るために，大学 
において，革新的な材料開発や先進的な制御をテーマに，産学官が連携して応用・実践を意識した研究を行うととも 
に，関連する高度・専門人材の育成を行う。

また，地域を牽引するキーとなる企業におけるＨＰＣ/ＣＡＥの高度活用を進め，取組を波及させるため，ひろし
まデジタルイノベーションセンターにおいて機器の利用促進及び人材育成を行う。

１ 「ひろしまものづくりデジタルイノベーション」創出事業（交付金事業）

※①～④の財源は，地方大学・地域産業創生交付金を活用

２ ひろしまデジタルイノベーション推進事業

内 容

〇 ひろしまデジタルイノベーションセンター（HDIC)の運営，CAE，MBD研修の実施

合計

（単位：千円）

要求額

83,677

970,221

成果目標

○ ワーク目標
項 目 R元実績 R3目標 R9目標

人材育成プログラム受講者における地元就職者数 - 30人 50人

モデルベース開発等の導入企業数（累計） 12社 40社 90社

研究プロジェクトへの参画者数 346人 130人 180人

データサイエンス人材育成人数 30人 36人 72人

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 970,221 530,241 0 0 0 0 0 135,000 304,980

要 求 額 970,221 530,241 0 0 0 0 0 135,000 304,980

前 年 度
当 初 予 算 額

1,234,211 697,000 0 0 0 0 0 0 537,211

査定結果

要求どおり

区 分 内 容 要求額

①先端研究への支援 
（国2/3）

○ 「広島大学デジタルものづくり教育研究センター」を中心とした，
産学の連携による先端研究への支援
・ シミュレーションを駆使した革新的多機能材料開発に係る研究
・ データを活用した生産プロセス等の制御手法に係る研究 など

○ 海外機関との共同研究等に係る提携支援

534,550

②実証環境の整備
（国1/2）

○ 開発した材料やシステムを実証・試作する環境（テストベッド）の
整備

302,000

③人材育成
（国1/2）

○ 広島大学，県立広島大学，広島市立大学等と連携したデータサイエ
ンス分野の社会人向け教育プログラムの実施
○ 研究活動を通じた，学生等の問題解決型学習の実施

42,250

④会議体の運営
（国1/2）

○ 事業管理のための会議体運営
主宰者：広島県知事，事業責任者：マツダ㈱

3,500

⑤その他事務経費
（県10/10）

○ ②実証環境の整備に関する管理経費等 4,244

小計 886,544



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：工鉱業費 目：工鉱業振興費
医工連携推進プロジェクト･チーム

健康・医療関連産業創出支援事業（単県）

目 的

広島の強みを生かした新成長産業の育成に向け，医療機器，再生医療等製品，福祉用具のデバイスに加え，医薬
品，機能性表示食品等，ヘルスケアサービスもターゲットとし，ゲノム編集技術やデジタル技術等も活用した健
康・医療関連ビジネスの更なる育成を図る。

事業説明

対象者

医薬品，医療機器等関連企業，医療・福祉現場，医療・福祉系大学等

事業内容
（単位：千円）

区 分 内 容 要求額

県内企業の
生産拡大

○ 県内企業による付加価値が高い製品開発
・専任スタッフ等による事業化支援
・大学の研究資源，医療現場のニーズの活用
・補助金による開発促進と外部資金の獲得支援

健康・医療関連産業創出支援事業補助金
【限度額】6,000千円/件,【補助率】1/2～2/3

・総合技術研究所の保有技術を活用した企業との共同研究

(債務30,000)
45,600

県内企業の
受注拡大

○ ビジネスマッチング，県外企業とのネットワークづくり
・医療機器メーカーへの売り込み，マッチング活動
・展示会等への出展支援

1,247

イノベーション 
創出

○ 実証フィールドの構築
・広島市内基幹病院連携による臨床試験フィールドの構築 など

○ バイオデザインプログラムの推進
・産学官連携による広島大学「バイオデザイン共同研究講座」の運営
・ひろしまバイオデザイン・フェローシップコースの実施による人材育成・

ビジネス創出

○ ゲノム編集技術の産業活用の促進
・総合技術研究所における企業への技術支援 など

37,493

推進基盤
○ ひろしま医療関連産業研究会活動の展開，支援体制の確保
・研究会活動の展開，ネットワーキング，専任スタッフの配置
・他地域のクラスターとの連携

2,660

合 計
(債務30,000)

87,000

成果目標

○ ワーク目標：健康・医療関連分野の付加価値額（県内生産額）
（R2推計値）267億円（890億円） （R3目標）279億円（930億円）
（R7目標）345億円（1,150億円）

○ 事 業 目 標 ：新規プロジェクト組成数 （R3目標）50件
県外企業とのマッチング （R3目標）10件

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額
(債務30,000

87,000 0 0 0 0 0 348 0
30,000）

86,652

要 求 額
(債務30,000

87,000 0 0 0 0 0 348 0
30,000）

86,652
前 年 度
当初予算額

(債務15,000

129,715 0 0 0 0 0 347 0
15,000）

129,368

査定結果
要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：工鉱業費 目：工鉱業振興費
商工労働総務課，海外ビジネス課

環境・エネルギー産業集積促進事業（一部国庫）【一部新規】

目 的

これまでの海外展開を中心とした取組に加え，産学官連携による新たなビジネスの創出やカーボンリサイクル技術
の推進により，環境・エネルギー産業が広島県の新たな産業の柱の一つとなるように，企業等の集積促進を図る。

事業説明

対象者

企業，教育・研究機関，国，自治体等

事業内容

（単位：千円）

区 分 内 容 要求額

海外展開の加速化
○商社等を活用した販路開拓支援【新規】
・商社等への業務委託による県内企業の海外展開支援（2か年事業） 

○海外サポート拠点による商談支援等

（債務 20,000） 
65,434

産学官連携によるSDGs 
ビジネスの推進
【新規】

○産学官連携補助金による新ビジネス創出支援
・産学連携型：限度額10,000千円/件（補助率：2/3）
・民間連携型：限度額 5,000千円/件（補助率：1/2）

○産学官連携研究会による新たなビジネスモデル開発支援
・SDGsに貢献する事業等についての研究（5テーマ程度）

35,177

カーボンリサイクル技 
術の推進
【新規】

○カーボンリサイクル技術を推進するための協議会の設立・運営
○カーボンリサイクル技術を推進するための構想の作成
○研究事例の調査等

40,000

合 計
（債務 20,000）

140,611

※財源は地方創生推進交付金を活用

成果目標

○ ワーク目標：環境・エネルギー分野の付加価値額（売上額）
（R元実績）684億円（1,637億円） （R3目標）731億円（1,750億円）
（R7目標）892億円（2,135億円）
環境・エネルギー分野の取組企業数 （R元実績）127社 （R3目標）130社 （R7目標）170社

○ 事業目標 ：販路開拓支援による受注額 （R4目標）5億円
補助金による支援案件数 （R3目標）4件
研究会テーマ数 （R3目標）5件
カーボンリサイクル技術の推進 （R3目標）協議会の設立，構想の作成

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額
（債務20,000 

140,611 70,009 0 0 0 0 592 0
20,000)

70,010

要 求 額
（債務20,000 

140,611 70,009 0 0 0 0 592 0
20,000)

70,010
前 年 度
当 初 予 算 額

58,219 0 0 0 0 0 594 0 57,625

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：工鉱業費 目：工鉱業振興費
イノベーション推進チーム

新成長分野・新技術創出支援事業（単県）

目 的

県内企業が，国内での生産活動を維持すべく，先端技術が求められる成長分野への新事業展開やユーザー体験に根 
差した商品開発など，高付加価値のものづくりに活発に取り組んでいくことにより，将来にわたる競争優位性を獲得 
するための産業基盤の形成を図る。

事業説明

対象者

県内の製造業企業等

事業内容

（単位：千円）

区 分 内 容 要求額

新成長分野支援事業

新技術創出支援事業

○ 航空機産業分野への参入拡大に向け，ひろしま航空機産業振興協議
会を通じた活動支援
・アドバイザーを活用した新規参入への支援，品質管理体制整備支援 
・ニーズ・シーズマッチング活動による商談機会の提供
・一貫生産体制の構築へ向けた検討会の運営
・人材育成講座の開催，採用活動等への支援

○ 感性工学を活用したものづくりの活性化に向け，ひろしま感性イノ
ベーション推進協議会を通じた活動支援
・普及啓発，人材育成講座の開催
・専門家・支援機関とのマッチング支援
・モニター調査・解析支援

14,282

12,128

合 計 26,410

成果目標

（県内航空機産業の付加価値額の向上）
○ ワーク目標：県内航空機産業の付加価値額

（H30推計）516億円 （R3目標）374億円 （R7目標）584億円
○ 事業目標  ：新規案件獲得社数

（R3目標）一貫生産クラスターの組成 （R7目標）14社（R4～7累計）

（感性工学を活用したものづくりの活性化）
○ 事業目標 ：感性に訴えるものづくりの事業化件数

（R元実績）10件（H29～累計30件） （R3目標）10件（H29～累計50件）

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 26,410 0 0 0 0 0 0 0 26,410

要 求 額 26,410 0 0 0 0 0 0 0 26,410

前 年 度
当 初 予 算 額

27,810 0 0 0 0 0 0 0 27,810

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：工鉱業費 目：工鉱業振興費
イノベーション推進チーム，産業人材課

イノベーション・エコシステム形成事業（一部国庫）【一部新規】

目 的

これまでの取組で生まれた成果に加え，平和都市としての国際的な知名度を生かし，世界に選ばれる「イノベー 
ション創出拠点ひろしま」として国内外に認知されるイノベーションエコシステムを形成する。

事業説明

対象者

イノベーションの実現を目指す個人，県内企業，大学等

事業内容

イノベーションの機能的要素の底上げ・質の向上を図るために，次の６つの視点で，それぞれの軸となる事業を 
推進する。

（単位：千円）

視 点 内 容 要求額

グローバル
○グローバル・イノベーション事業【新規】

DX大国インドのデジタル人材と地域企業が共創を通じ，画期的なビジネス創造，ス 
タートアップ創出，デジタル人材の育成・獲得を目指す。

25,000

スタートアッ 
プ

○HIROSHIMAイノベーション・アワード事業【新規】
国際的な創業者の団体と連携し，イノベーション関連施策の合同成果発表及びマッチ 

ングを実施する。
20,000

社会課題解決
○ソーシャル・イノベーター育成事業【新規】

ソーシャル・イノベーション・スクールin広島を開催し，社会起業家を育成する。
5,000

オープンイノ 
ベーション

○ひろしまビジネス実験部事業
技術力とビジョンを持つ広島県内の企業が，社会や生活の変化を長期的な目線で見据 

えた新しいビジネスを創出するプログラムを実施する。
○イノベーション・ハブ形成促進事業

イノベーション・トーク ，スタートアップ向けイベント等を開催するとともに，
「イノベーション・ハブ・ひろしま Ｃａｍｐｓ」での交流イベント等を開催する。 
○「イノベーション・ハブ・ひろしま Ｃａｍｐｓ」管理・運営事業

新たなビジネスや地域づくりなどに向けた取組として，多様な人材，資金，情報等を
集積・結合し，新たなつながりやイノベーションが次々と生まれる好循環を創出する
「常設の場」の管理運営を行う。

・賃料，光熱水費，人件費（コーディネータ・受付） 等

75,614

人材育成

○成長支援人材育成・派遣事業
IoT導入や企業戦略を促進する成長支援人材の育成・派遣を行う。

○ベンチャー留学プログラム事業【新規】
ベンチャー企業への社員派遣を通じて，事業化の実践機会等を提供することにより， 

イノベーションを促進する人材を育成する。

28,232

マッチング
○クラウドマッチング検討事業【新規】

クラウド上での多様な人材・企業のマッチングシステムによる，新しいスタイルでの 
オープン・イノベーション創出を検討する。

10,000

合 計 163,846

※財源は地方創生推進交付金を活用

成果目標
○ ワーク目標

項目 H30実績 R3目標 R7目標
イノベーション実現企業率

イノベーション活動実行企業率

36%

41%

37%

42%

45%

50%

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 163,846 81,649 0 0 0 0 547 0 81,650

要 求 額 163,846 81,649 0 0 0 0 547 0 81,650

前 年 度
当 初 予 算 額

92,183 0 0 0 0 0 0 0 92,183

査定結果
要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：工鉱業費 目：工鉱業振興費
イノベーション推進チーム

ひろしまサンドボックス推進事業（単県）

目 的

最新のデジタル技術を活用し，ニューノーマル時代における地域課題や行政課題等の解決に向けた実証実験を県内
外の民間企業等との共創により行い，広島発の新たなソリューションの創出を目指すことを通じて，産業DX・イノ 
ベーション人材の育成・集積を図る。

事業説明

対象者

県内外の企業・大学・自治体等

事業内容

（単位：千円）

区 分 内 容 要求額

実証プロ
ジェクト

行政提案型

ニューノーマ 
ル提案型

○行政が提案する課題の解決に向けた実証プロジェクトの実施
（各局予算）

○ニューノーマル時代の新たな日常を再定義するソリューションの実現 
に向けた実証プロジェクト「D-EGGS PROJECT」の実施

（R2.9補正）

―

―

ひろしまサンドボックス 
推進協議会運営・支援

○会員向けサポートメニューの提供
・先端技術支援（先端技術の学習・活用機会の提供等）
・マッチング支援（県内企業・自治体とスタートアップ企業等とのマッ 
チング支援等）
・オンラインコンテンツ（AI人材開発プラットフォームの運営等）
○会員向け各種情報の提供等

115,500

データカタログサイト
運営・支援

○ひろしまサンドボックスデータカタログサイトの運営やデータ提供者 
と利用者とのマッチング支援等

20,000

プロモーション
○首都圏スタートアップ企業と県内中小企業等とのマッチングイベント 
やメディアプロモーション等の実施

30,000

合 計 165,500

成果目標

○ ワーク目標

項目 H30実績 R3目標 R7目標

イノベーション実現企業率

イノベーション活動実行企業率

36%

41%

37%

42%

45%

50%

○ 事業目標

項目 H30～R元（R元）実績 H30～R3（R3）目標

実証実験参加者数

ひろしまサンドボックス推進協議会会員数

136者（ 83者）

1,031者（388者）

350者（ 20者）

2,000者（200者）

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 165,500 0 0 0 0 0 1,500 0 164,000

要 求 額 165,500 0 0 0 0 0 1,500 0 164,000

前 年 度
当 初 予 算 額

601,948 100,000 0 0 0 0 1,351 0 500,597

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：工鉱業費 目：工鉱業振興費
産業人材課

イノベーション人材等育成・確保支援事業(一部国庫)

目 的

高度な技術・技能や経営感覚を持ったプロフェッショナル人材などイノベーションを生み出す多彩な人材の育成と集 
積等を推進し，企業の新分野への展開や地域産業の活性化等を図る。

事業説明

対象者

○県内に本社又は本店を有する中小・中堅企業等
○資格・知識の習得後，県内企業の成長や県内産業の持続的発展に寄与しようとする者
○アジアをはじめとする優秀な海外人材

事業内容
（単位：千円）

※財源は地方創生推進交付金を活用

成果目標
○ ワーク目標

・プロフェッショナル人材の正規雇用人数 （R元実績）176人（R3目標）170人
（R7目標（R3～R7累計））900人

・県内企業における高度で多彩な産業人材の育成数 （R元実績）37人（R3目標）45人 
（R7目標（R3～R7累計））225人

・高度外国人材の県内企業への就職者数 （R元実績）5人（R3目標）6人
（R7目標（R3～R7累計））30人

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額
（債務94，300 

172,990 43,902 0 0 0 0 3,431 0
94，300）

125,657

要 求 額
（債務94，300 

172,990 43,902 0 0 0 0 3,431 0
94，300）

125,657
前 年 度
当 初 予 算 額

（債務123，900 

199,836 58,411 0 0 0 0 6,502 0
123，900）

134,923

査定結果
要求どおり

区 分 内 容 要求額

プロフェッショナル人
材マッチング支援事業

○プロフェッショナル人材戦略拠点の運営
大都市圏等のプロフェッショナル人材と県内中小企業等をコーディ 

ネート
・県内の受入企業の掘り起し

（地域金融機関や地元経済団体等と連携）
・大都市圏等の人材の掘り起し（民間人材紹介会社等と連携）

○人材受入コストの支援
・対象費用：人材紹介会社へ支払う手数料の1/2を助成
・1件当たりの上限額 100万円

○プロフェッショナル人材戦略拠点の機能強化

92,951

イノベーション人材等 
育成事業

○企業向け補助金
新たな事業展開，競争力強化につながると見込まれる社員の国内外研 

修に派遣する費用等の支援
・長期研修：補助対象経費の2/3以内
・その他研修：補助対象経費の1/2以内

○個人向け貸付金
広島県の産業発展に不可欠なイノベーションの創出に寄与すると認め 

られる専門職大学院の課程等での修学に要する費用の支援
・課程修了後，8年間県内企業等に就業した場合は全額返還免除

(債務 88,000） 
68,741

広島県ものづくりグ
ローバル人材育成事業

○産学官が連携して，アジアをはじめとする優秀な理工系留学生を受け
入れ，ものづくり企業のノウハウを活かしたカリキュラムによる人材育 
成を実施

・留学生への奨学金支給（10万円/月，負担：企業1/2・県1/2）

(債務 6,300） 
11,298

合 計
（債務 94,300） 

172,990



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：工鉱業費 目：中小企業振興費
イノベーション推進チーム

緊急時レジリエンス環境整備事業（単県）

目 的

平成30年７月豪雨災害での交通遮断等により，事業の停滞等が露見し，災害等の緊急時に強靭かつ柔軟な事業活動 
ができる環境を整備する必要があることから，ＢＣＰ（事業継続計画）の策定が進んでいない中小企業等を対象に，
災害等の非常事態の中で，通常事業の早期復帰等を目指すためのＢＣＰの策定を支援することで，地域全体の経済活
動を維持する環境を整備する。

事業説明

対象者

県内の中小企業等

事業内容

【広島県平成30年７月豪雨災害復興基金充当】 （単位：千円）

内 容 要求額

ＢＣＰ・ＢＣＭ
（事業継続マネ
ジメント）普及 
フォーラム等

○ＢＣＰの有効性の事例を交えて紹介し，ＢＣＰの必要性を説く経営者向け
フォーラム・セミナー
・県内３か所（広島・呉，尾三，北部） 計１５回

4,095

ＢＣＰ策定支援 
講座等

① ワークショップ形式の策定講座（ＢＣＰ文書化）
・緊急時の体制整備，被害想定，事業の優先度の選定等最低限必要な内容

を検討し，ＢＣＰを策定
・取引先等の関係事業者へのＢＣＰ策定の推進に向けたワークショップの

実施
② 机上演習等（ＢＣＭ活動の習慣化）

・付与した被害想定に対して，策定したＢＣＰの有用性等を確認・効果検
証

・机上演習等の推進を目指すための社内教育の整備等についての助言相談
サポート

17,075

ＢＣＭ共助推進
体制システム構
築モデルの検証

○大災害発生による事業中断時に複数の事業者が共同で事業継続を可能と
するための「共助体制」の構築をモデル的に実施

1,000

合 計 22,170

成果目標

○ 事業目標  ：ＢＣＰ策定事業者数 (R元実績)  164社 （R3目標）140社（R元～累計420社）

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 22,170 0 0 0 0 22,170 0 0 0

要 求 額 22,170 0 0 0 0 22,170 0 0 0

前 年 度
当 初 予 算 額

26,000 0 0 0 0 26,000 0 0 0

査定結果

要求どおり



令和３年度当初予算

支出科目
担当課

事業名

款：商工費 項：工鉱業費 目：中小企業振興費
経営革新課

中小企業等災害復旧支援事業（単県）

目 的

平成30年７月豪雨により甚大な被害を受けた地域において，中小企業等グループが，県の認定を受けた復興事業計 
画に基づき実施する施設復旧等の費用の一部を助成することにより，地域の経済・雇用の早期の回復を図る。

事業説明

対象者

令和３年３月末までに復旧工事が完成しない中小企業（２者）

事業内容

【広島県平成30年7月豪雨災害復興基金充当】 （単位：千円）

区 分 内 容 要求額

中小企業等グ
ループ施設等
復旧整備補助 
事業

○中小企業等が施設・設備の復旧に要した経費への助成
・サプライチェーン構成企業など，複数の中小企業等からなるグループが復興事業計 

画を作成し，県が認定した計画について，計画に該当する施設・設備の復旧に要し
た経費を各中小企業等ごとに助成

・対象者：中小企業等
・対象経費：施設費，設備費等

（資材・工事費，設備調達や移転設置費等を含む）
・補助率：中小企業 3/4
・補助上限額：15億円

10,343

成果目標

○ 事業目標：被災した中小企業等施設・設備の復旧事業の進捗率 100％（R3実績）
（参考）交付決定者数 644者（H30～R2累計）

事業費 （単位：千円）

事 業 費
財 源 内 訳

国 庫
支出金

分担金・
負担金

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

査 定 額 10,343 0 0 0 0 10,343 0 0 0

要 求 額 10,343 0 0 0 0 10,343 0 0 0

前 年 度
当 初 予 算 額

1,491 0 0 0 0 0 1 0 1,490

査定結果

要求どおり


